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（注意）

大阪府気候変動対策の推進に関する条例及び同規則（以
下「条例等」という）は令和5年4月1日付で改正されています。

書き方の詳細については「気候変動対策指針」及び「大阪
府気候変動対策の推進に関する条例に基づく対策計画書及
び実績報告書等届出の手引き（本資料では「届出の手引き」
という）」もご確認ください。

条例等については、大阪府ホームページ「大阪府／大阪府
気候変動対策の推進に関する条例 (osaka.lg.jp) 」

よりご確認ください。

https://www.pref.osaka.lg.jp/chikyukankyo/ondankaboushi_jourei/
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１. 地球温暖化の現状と将来予測１．大阪府気候変動対策の推進に関する条例の目的

目的
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脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策の推進

 気候変動の緩和
 気候変動への適応
 電気の需要の最適化
 建築物の環境配慮 等

良好な都市環境の形成

現在及び将来の
府民の健康で豊かな生活の確保



２．届出制度の概要について
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令和5年4月1日「大阪府気候変動対策の推進に関する条例」が改正されました。

改正前

対策計画書の基準年度

原則、2013年度
（例外）
・2013年度時点で特定事業者の要件を満たして
いない場合
・2013年度以降に、会社の統廃合等により事業
活動が著しく変動した場合
・2013年度全体のエネルギー使用量や温室効果
ガス排出量に関するデータが把握できない場合
・その他知事が認める場合

⇒計画期間の実績を適切に比較できる年度
を用いることができる。

対策計画書の基準年度

計画期間における初年度の前年度

対策計画書の計画期間

３年間

対策計画書の計画期間

対策計画書を提出した年度から
2030年度（令和12年度）まで

改正後

令和5年4月1日より前に届出がされた対
策計画書に係る実績報告（＝2022年度
の実績報告）は、改正前の様式にて作成
する。

旧制度 新制度



●大阪府域では100 年間に約2℃気温が上昇しており、これは地球温暖化とヒートアイランド現象の２つの
“温暖化”の影響と考えられています。
●これらの温暖化の防止等の対策を推進するため、大阪府では気候変動対策の推進に関する条例により、
気候変動の緩和、気候変動への適応、電気の需要の最適化、建築物の環境配慮のための対策等を促進し
ています。

エネルギーの多量消費事
業者による報告制度

対象：エネルギーを多量
に使用する事業者等

〔特定事業者〕

・温室効果ガスの排出抑
制等のための対策計画
書や実績報告書の届出
と公表

建築物の環境配慮制度

対象：建築物を新築する
方や増改築する方（新
築・増改築に係る部分の
床面積が2,000㎡以上）

・建築物環境計画書等の
届出と公表
・建築物環境性能表示
（表示ラベル）の表示

小売電気事業者等によ
る報告制度

対象：小売電気事業者等

・電気需給に関する対策
計画書や実績報告書の
届出と公表

産業・業務・運輸 建築物 電気事業者

おおさか気候変動対策賞

おおさか環境にやさしい建築賞

5おおさか気候変動対策賞

２．届出制度の概要について



２．届出制度の概要について

エネルギーの多量消費事業者（特定事業者）に対し、事業活動に係る
(1)①気候変動の緩和、②気候変動への適応、③電気の需要の最適化のための対

策
(2)温室効果ガスの排出量の削減に関する目標などを記載した2030年度までを計
画期間とする対策計画書を届出するとともに、対策計画書に基づき実施した結
果を記載した実績報告書を年度ごとに届出することを義務付け

〔条例第９条第１項、第11条第１項〕

■特定事業者とは
１．府内の全ての事業所におけるエネルギー使用量が原油換算で合計

1,500kL／年以上の事業者 〔条例施行規則第３条第１号〕
２．連鎖化事業者（フランチャイズチェーン等）のうち、府内の加盟店を含む

全ての事業所におけるエネルギー使用量が原油換算で合計1,500kL ／年
以上の事業者 〔条例施行規則第３条第２号〕

３．府内で自動車を30台以上（タクシー事業者の場合は75台以上）使用
する事業者 〔条例施行規則第３条第３号〕

《エネルギーの多量消費事業者による報告制度》
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赤字：旧制度から変更あり



２．届出制度の概要について
《参考》テナントビルにおけるオーナーとテナント事業者のエネルギー使用量の算入方法について
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令和５年度以降に提出いただく対策計画書より、省エネ法に準拠し、テナントビルにおいてテナント事業者は

テナント専有部の備付設備（照明・空調等）についてもエネルギー使用量を算入いただくよう統一しました。

オーナーが備付設備に管理権限を有し、テナント事業者が設備を持ち込んでいる場合

ただし、テナント事業者がテナント専有部の備付設備のエネルギー管理権限を有している場合は、オーナーはその備付設備のエ
ネルギー使用量について算入する必要はありません。

※エネルギー管理権限がある場合とは、設備の設置・更新の権限を有し、エネルギー使用量が計量器等により特定出来る場合
を意味します。

〈参考〉省エネポータルサイト（よくある質問）経済産業省資源エネルギー庁HP

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/faq/（外部リンク）

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/factory/faq/


２．届出制度の概要について

対策計画書

対策の
実施

大
阪
府

公表
・届出の概要
・評価結果
（全事業者）

府
民

・対策計画書に記載した対策の
実施状況

・温室効果ガスの削減状況 等

実績報告書

届出

毎年届出

評価結果の通知

・気候変動の緩和のための対策
・気候変動への適応のための対策
・電気需要の最適化のための対策
・温室効果ガスの削減目標 等

《特定事業者等※》

《エネルギーの多量消費事業者による報告制度》

必要に応じて指導・
助言・立入調査

評価結果の通知

8※特定事業者以外も届け出ることができる

特定事業者以外の事
業者においては、希望
により公表しないことも
できる



２．届出制度の概要について
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対策計画書

特定事業者は、2030年度までに実施または実施予定の気候変動の緩和及び気候変動へ
の適応並びに電気の需要の最適化にかかる対策等を記載した対策計画書を作成し、大阪府
知事あてに必ず届出すること。

提出期限：毎年度9月末

実績報告書

対策計画書を届出した年度の翌年度からは、計画に掲げた対策の実施状況や削減目標の
達成状況等を記載した実績報告書を毎年度作成し、大阪府知事あてに必ず届出すること。

提出期限：毎年度8月末

※計画期間中に住所や事業者名の変更があった場合、氏名等変更届出書の届出が必要になります。

（代表者の氏名のみの変更時は、氏名等変更届出書の届出は不要です。）

※代表者と異なる者（工場長等）が届出者となる場合は、代表者による委任状が必要です。

代表者または委任者が直近の実績報告書提出時から変更している場合は、委任状を作成のうえ、

実績報告書と併せてご提出ください。

2023年度（2022年度実績）の
報告は旧制度に基づく様式



２．届出制度の概要について
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届出方法

次の①から③のいずれかの方法で届出を提出すること。

① 電子申請による届出
大阪府行政オンラインシステムにて、申請。
以下のURLより申請ください。
https://lgpos.task-asp.net/cu/270008/ea/residents/portal/home

② 郵送による届出
原本の郵送と、あわせてメールにより電子ファイルを提出。

③ 持参による届出
原本と、あわせてメールにより電子ファイルを提出。

※ 条例では副本の提出を求めておりません。
副本を提出いただいても、副本への受付印等の押印は行いませんのでご注意ください。

（郵送での提出の際に副本及び返信用封筒を同封された場合、押印せずに副本を返送いたします。）

届出の提出については、可能なかぎり電子申請での届出をお願いします。
（https://lgpos.task-asp.net/cu/270008/ea/residents/portal/home）

https://lgpos.task-asp.net/cu/270008/ea/residents/portal/home
https://lgpos.task-asp.net/cu/270008/ea/residents/portal/home


~

~

２．届出制度の概要について
☆電子申請画面
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初めて電子申請を行う場合、
「新規登録」を行います。

対策計画書、実績報告書など届出の種
別に応じて申請ページが異なります。

電子申請での届出にご協力をお願いします。



３．評価制度について
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対策計画書は基準年度比削減率と重点対策実施率の２軸で評価

評価 基準年度比削減率 重点対策実施率

AAA

削減目安以上

100％超

AA 90-100%

A 90％未満

B
削減目安未満

90％以上

C 90％未満

※実績報告書は、別の評価表になります。（「届出の手引き」にてご確認ください。）
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【2013～2022年度】 １％／年 【2023～2030年度】 1.5％／年

基準年度における目標削減率の目安

基準年度を2013年度に設定した場合、2030年度削減目安は19.0％となり、
2030年度の削減目標が目安より低い場合、対策計画書の評価はBまたはCとなる。

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

19.0% 18.2% 17.4% 16.5% 15.7% 14.8% 14.0% 13.1% 12.2%

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

11.3% 10.0% 8.6% 7.2% 5.8% 4.4% 2.9% 1.5%

基準年度における目標削減率の目安

（２）シート２「対策まとめ」の書き方３（１）基準年度比削減率について



■重点対策実施率の計算方法について

○特定事業者の重点対策には、「20の基本項目」と「５の加点項目」がある。

※実施不可能な対策は「非該当」とする。

重点対策実施率 =
基本項目の実施予定数（最大𝟐𝟎）

基本項目の該当数 （最大𝟐𝟎）
× 𝟏𝟎𝟎

＋加点項目の実施予定数（最大５）×４

⇒ 重点対策の「実施済み」や「非該当」などの選択にあたっては、「届出の手引き」
をご確認ください。
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（重点対策実施率の最大は120％となる）

３（２）重点対策実施率について
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３（３）重点対策対象の事業所について
①重点対策基本項目１～１５

１．危機管理台帳の整備
２．エネルギー使用量の把握、管理
３．推進体制の整備
４．照明の高効率化及び運用の管理
５．空調・換気設備の適正管理

（ルームエアコンを含み、６に該当する事項を除く）
６．冷凍機・冷温水機・燃焼装置の適正管理
７．ボイラーの適正管理（給湯設備、空調設備は除く）
８．ポンプの適正管理
９．ファン・ブロアの適正管理
10．コンプレッサーの適正管理
11．給湯設備の適正管理
12．昇降機の適正管理【New】
13．受変電設備の適正管理【New】
14．コージェネレーションの効率管理
15．自動車の適正管理

【New】：旧制度には無かった項目



①重点対策基本項目１～１５

工場Ａ
(1,500kL/年以上)

工場Ｃ
(1,500kL/年未満)

事務所Ａ
(1,500kL/年未満)

工場Ｂ
(1,500kL/年以上)

全ての「主な事業所」が対象

ア．「主な事業所」※がある場合 イ．「主な事業所」がない場合

工場Ａ
(1,500kL/年未満)

工場Ｂ
(1,500kL/年未満)

事務所Ａ
(1,500kL/年未満)

事務所Ｂ
(1,500kL/年未満)

任意の１事業所以上を選択

※ 「主な事業所」とは、原油換算燃料等使用量で1,500キロリットル／年以上の事業所のことをいう
16

３（３）重点対策対象の事業所について



・・・
工場Ａ

(1,500kL/年以上)

工場Ｃ
(1,500kL/年未満)

事務所Ａ
(1,500kL/年未満)

工場Ｂ
(1,500kL/年以上)

工場Ｄ
(1,500kL/年未満)

任意の１事業所以上を選択
（ただし、１６～２０項目は同じ事業所であること）
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３（３）重点対策対象の事業所について
②重点対策基本項目１６～２０

16．エネルギー管理システムの導入
17．再生可能エネルギーの自家消費
18．カーボン・オフセットの活用
19．電気の需要の最適化【New】（旧制度では平準化）

20．気候変動への適応の取組み【New】

【New】：旧制度には無かった項目



・・・
工場Ａ

(1,500kL/年以上)

工場Ｃ
(1,500kL/年未満)

事務所Ａ
(1,500kL/年未満)

工場Ｂ
(1,500kL/年以上)

工場Ｄ
(1,500kL/年未満)

任意の１事業所以上を対象（会社としての取組み）
項目ごとに違う事業所でもよい

（ただし項目３は、自動車は全事業所、EV用充電設備は任意の事業場を対象とする。）
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３（３）重点対策対象の事業所について
③重点対策加点項目１～５

１．サプライチェーン全体での脱炭素化の取組み
２．ZEB化の導入
３．ゼロエミッション車等の導入
４．森林整備・木材利用の促進
５．省エネ取組み率

（すべて旧制度には無かった項目）



４．立入調査について

■立入調査

 大阪府では、以下の事項に該当する事業者を対象
に立入調査を実施します。
 対策計画書で評価が低い事業者

 実績報告書で温室効果ガス排出量が基準年度と比較し
て増加している事業者

 その他、大阪府が必要と認める事業者
（エネルギー使用量の確認等）

 立入調査では、提出された数値情報の根拠資料の
確認のほか、推進体制の確認・設備の運用状況等
を確認し、必要に応じて指導・助言を行います。
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５.対策計画書の書き方と留意点
■対策計画書の構成 様式はエクセル形式で、下記のとおりシートが分かれています。

〔計画期間：2030年度まで〕

【対策計画書】

・その他事業所における各エネルギー使用量の内訳
・「エネルギーの使用によって発生する二酸化炭素」以外の温室効果ガスの算定根拠
・温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の算定根拠
・電気の排出係数および契約している電気メニュー（再エネ契約割合がわかるもの）の根拠資料
・個別調達した証書および大阪府CO₂森林吸収量・木材固定量認証制度証書
・単位発熱量および排出係数等を実測に基づき設定する場合の根拠資料
・燃費法による自動車の燃料使用量の算定根拠

【添付資料】 〔必要に応じて提出〕
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１ 表紙
２ 事業所名称等
３ 対策まとめ
４ 重点対策
５ 主なエネ量

シートタグ名

６ その他エネ量
７ 電気使用量
８ 自動車エネ量
９ EV・FCV一覧

■対策計画書における表示規則

記入が必要な項目 ／ 自動で入力される項目 ／ 青文字 公表される項目
(青文字で表示される個所には個人情報や経営上の秘密情報などは記載しないようご留意ください。)

シートタグ名の変更や削除はしないでください。
（自動計算等ができなくなります。）



■「1表紙」シート（届出の手引きP31）
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連絡先は届出内容の確認時に必要です。
（担当者名の記載があると、府との連絡がスムーズと
なります。）

日付、業種の記載漏れに注意し
てください

５.対策計画書の書き方と留意点

府が割り当てた整理番号を記載してください。



■「２事業所名」シート（届出の手引き[計画書]P32）
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５.対策計画書の書き方と留意点

大阪府内にある「主な事業所」以外の事業所数及びその主たる業種を
記入してください
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基準年度比削減率（原単位ベース）での評価を希望する
場合のみ、温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値
（原単位に用いる母数）に関する情報を記載してくださ
い。

脱炭素経営宣言の宣言状況について、プルダウンで選択
ください。
「宣言する」を選択いただいた場合、大阪府のホーム
ページから宣言書の様式をダウンロードいただき、必要
事項を記入の上、別途提出いただく必要があります。
（選択しただけでは、宣言したことになりません。）

５.対策計画書の書き方と留意点
■「３対策まとめ」シート（届出の手引き[計画書]P33～36）

特定事業者が、対象となるクレジットな
どを取得し、他の事業者へ販売する場合
は、売却する排出削減量をマイナスの値
で記入してください。
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５.対策計画書の書き方と留意点
（参考）基準年度比削減率（原単位ベース）での評価を希望する場合
業種毎の特徴も考慮し、基準年度比削減率（原単位ベース）での評価を希望することができる。

（原単位とは）
ある年度の温室効果ガス総排出量を生産数量など、温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値等
で割った値を指す。
【温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値の例：製造品出荷額、延床面積、生産量、売上金額など】

計算式
基準年度比削減率（原単位ベース）＝（A-B）/A×100（％）
A：基準年度の原単位
B：目標年度の原単位

例）「製造品出荷額」を「温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値」にした場合
基準年度の排出量 10,000ｔ‐CO₂ 、製造品出荷額 1,000百万円
目標年度の排出量 20,000ｔ‐CO₂ 、製造品出荷額 2,500百万円

Ａ：10,000ｔ-CO₂/1,000百万円＝10ｔ‐CO₂/百万円
Ｂ：20,000ｔ-CO₂/2,500百万円＝8ｔ‐CO₂/百万円

（10-8）/10×100（％） ＝ 基準年度比削減率（原単位ベース）20％
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５.対策計画書の書き方と留意点
■「４重点対策」シート（届出の手引き[計画書]P11～29）

選択肢
〇 実績報告書における実施状況は、実施済み/未実施/非該当（※番号） の選択肢です。
〇 対策計画書における実施状況は、実施済み/非該当（※番号）/実施予定/予定なし の選択肢です。

判断基準
〇 実施済み ：判断基準すべてを実施していること。
〇 未実施 ：判断基準すべてを実施することができていない場合。
〇 非該当(※番号)：当該設備が無い事業所や、特記事項で適用しない合理的な理由がある場合は選択可。
〇 実施予定 ：計画期間内に実施が予定されている場合に選択可。
〇 予定なし ：対策計画書において、計画期間内に実施見込みがない場合選択すること。

非該当（※番号）を選択できるかどうかは、シートの下に記載の【特記事項】を必ず確認してください。
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５.対策計画書の書き方と留意点
■「５主なエネ量」シート（届出の手引き[計画書]P38～40）

事業所におけるエネルギー使用量は、
保有する設備を含め、その事業所内で
使用したエネルギー全ての使用量を記
載してください

No1～No10は「2事業所名」シートに
記載の「主な事業所名称」の番号と同
じ順番になります。

電気使用量についての欄です。

「小売電気事業者」から購入した電気
量は「7電気使用量」シートに入力する
と「電気事業者」欄に反映します。

「特定送配電事業者」等から購入した
買電量は「その他買電」に記載してく
ださい。

「自家消費」には、発電したものを自
家消費している場合に、再エネと再エ
ネ以外に分けて記載してください。
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５.対策計画書の書き方と留意点

事業所におけるエネルギー販売量は、
その事業所が保有する設備で生成した
エネルギーの販売量を記載してくださ
い。

他事業者Aから購入したエネルギー
（電気含む）を、そのまま他事業者B
に販売した場合は、この項目には記載
しないこと。

その事業所が保有する設備で発電し、
その電気を売却している場合は、「自
家消費」の欄に、再エネと再エネ以外
に分けて記載してください。
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５.対策計画書の書き方と留意点
■「５主なエネ量」シート（届出の手引き[計画書]P38～40）

エネルギー起源以外の温室効果ガス排
出量がある場合に記載してください。
（項目はプルダウンから選択）

■「６その他エネ量」シート（手引き[計画書]P41）

記載にあたっての留意点
は「５主なエネ量」シート
と同じです。

「2事業所名」シートの「その他事業所」におけるエネルギー
使用量を①に、エネルギー販売量を②に記載してください。

このシートは、P6の
特定事業者１、２に
該当する場合のみ記
載してください。

特定事業者３に該当す
る場合は記載不要です。
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５.対策計画書の書き方と留意点
■「７電気使用量」シート（届出の手引き[計画書]P42～47）

このシートは、P6の特定事業者１、２に該当する場合のみ記載してください。

特定事業者３に該当する場合は記載不要です。

基準年度に契約していた電気メニューの排出係数（単位に注意！）を記入してください。
環境価値付き電気メニューなどを契約している場合は、環境価値を差し引いた調整後の排出係数を記入し
てください。（次ページ参照）

メニュー別排出係数は、毎年度環境省のHPに掲載されます。自社で契約している電気メニューがどのメ
ニューに該当するかを確認することで、調整後排出係数の把握が可能です。ただし、個別に調整されたオ
リジナルのメニューである場合もあり、その場合は、（残差）と記入のあるメニューの係数を採用するこ
とで確認に代えていただけます。

また、個別で契約している電気メニューの中でCO2フリーの割合を契約で決めているような場合は、環境
省のHPに記載の排出係数とCO2フリーの割合から、排出係数を算出してください。
【例】契約している電気メニューの排出係数0.5t-CO2/千kWh 買電電力量の30％がCO2フリーの場合
CO2排出係数＝ 0.5t-CO2/千kWh×（1-0.3）＝0.35t-CO2/千kWh

買電量は、購入した電力量の全量
を記載してください。
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５.対策計画書の書き方と留意点
■「７電気使用量」シート（届出の手引き[計画書]P42～47）

（参考）メニュー別排出係数（環境省HPより）
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５.対策計画書の書き方と留意点
■「７電気使用量」シート（届出の手引き[計画書]P42～47）

再エネ契約割合を記入してくださ
い。
CO2フリーの電気が必ずしも再生
可能エネルギー（再エネ）電気で
はありません。（左表参照）

電気事業者を介さず、個別に調達
した再エネ指定証書を購入した場
合に記載してください。（単位：
千kWh）
「3対策まとめ」シートには自動反
映されません。この欄を書いた場
合「3まとめ」シートの「クレジッ
トなどの個別調達等(電力契約に含
む分は対象外)を活用した温室効果
ガス排出削減量」欄にも記載して
ください。 （単位：ｔ-CO2）

（参考）証書等の種類ごとのCO2フリー電気と再エネ電気の関係

CO2フリー 再エネ 備考

FIT非化石証書 〇 〇

非FIT非化石証書
（再エネ指定あり）

〇 〇

非FIT非化石証書
（再エネ指定なし）

〇 × 原子力等

グリーン電力証書 ー 〇 〇

再エネ（電力）由来 〇 〇

上記以外 〇 ×
森林吸収、
工業プロセス等

非化石証書

種類

Jクレジット

※上記表は、わかりやすく示すため、正確性に欠ける表現があることにご留意ください。
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５.対策計画書の書き方と留意点
■「８自動車エネ量」シート（届出の手引き[計画書]P48～51）

基準年度に使用していた自動車に
関し、車検証の「使用の本拠の位
置」が大阪府内で、業務に使用さ
れていた車両について記載してく
ださい。

目標年度（2030年度）の１年間
に導入（買換え・リース更新な
ど）する予定のものについて、台
数と電動者の内訳を記入してくだ
さ。
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５.対策計画書の書き方と留意点
■「８自動車エネ量」シート（届出の手引き[計画書]P48～51）

数値把握の方法の選択漏れに注意
してください。

基準年度に使用していた自動車に
関してエネルギー使用量を記載し
てください。
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５.対策計画書の書き方と留意点
■「９EV・FCV一覧」シート（届出の手引き[計画書]P52）

基準年度に使用していた「大阪府ナンバー」の
自動車に関して、記載してください。



■届出の手引き
https://www.pref.osaka.lg.jp/chikyukanky
o/ondankaboushi_jourei/ondanka_todoked
e.html
（「よくある質問」についても、上記ページで随時更新し
ていきます。）

■気候変動対策指針

https://www.pref.osaka.lg.jp/attach/2160
6/00139181/shishinn.pdf

《届出書作成のご参考資料》

必ずご確認ください。
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《お問い合わせ先》

特定事業者の区分 お問い合わせ先

(1)府内に設置している事業所において使用した化石燃料及び非化石燃料並びに電気の量並

びに他人から供給された熱の量を原油換算した合計量が1,500キロリｯトル/年以上の事業者

脱炭素・エネルギー政策課

気候変動緩和・適応策推進グループ

電話：06-6210-9553

大阪市住之江区南港北１－14－16

大阪府咲洲庁舎（さきしまコスモタワー）２２階

メールアドレス：

eneseisaku-03@gbox.pref.osaka.lg.jp

(2)連鎖化事業者のうち、当該連鎖化事業者が府内に設置している事業所及び当該加盟者が

府内に設置している当該連鎖化事業に係る事業所において使用した化石燃料及び非化石燃料

並びに電気の量並びに他人から供給された熱の量を原油換算した合計量が1,500キロリｯトル

/年以上の事業者

(3)府内に使用の本拠の位置を有する自動車（軽自動車、特殊自動車及び二輪自動車を除

く。）を、 30 台以上（タクシー事業者は75台以上）使用する事業者

脱炭素・エネルギー政策課

脱炭素モビリティグループ

電話：06-6210-9586

大阪市住之江区南港北１－14－16

大阪府咲洲庁舎（さきしまコスモタワー）２２階

メールアドレス：

datsutanene-01@gbox.pref.osaka.lg.jp
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